事　務　執　行　概　要

府民共創グループ

１　庶務事務について
　　課の一般庶務事項を掌るとともに、課内の諸給与、課の物品購入管理事務、課業務の連絡調整等に関する事務を行い、事務事業の適正な執行に努めた。
２　企画調整事務について
　　課の企画関係全般（議会、国家要望、各種調査照会、広報・広聴他）について、課内、部内及び庁内の調整を行い、迅速な事務処理に努めた。
３　豊かな環境づくり大阪府民会議
事業者、府民、民間団体の協働により、豊かな環境の保全と創造に関する活動を積極的に推進するため、「豊かな環境づくり大阪府民会議」運営した。
府民会議に4つの分科会を設置し、「おおさか３Ｒキャンペーン」、「万博×環境　未来を描こうプロジェクト」、「おおさかマイボトルパートナーズ」などの事業を実施した。
　・会員数　92団体（令和４年度　11団体が新規加入）

４　おおさか環境賞
環境の保全又は創造に資する活動に自主的に取り組んでいる個人、団体、事業者の中から、他の模範となる者を表彰した。
・大賞：６件、準大賞：０件、奨励賞：２件、協働賞：０件
５　環境保全活動補助制度
　　民間団体等の豊かな環境の保全及び創造に資する自主的な活動を促進するため、他の模範となる環境保全活動に対し補助金を交付した。
・事業実施団体：７団体
・補助総額：1,381千円
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２
	予　算　額
	0
	0
	300
	0
	300

	
	決　算　額
	0
	0
	300
	0
	300

	３
	予　算　額
	0
	0
	1,325
	0
	1,325

	
	決　算　額
	0
	0
	739
	0
	739

	４
	予　算　額
	0
	0
	1,777
	0
	1,777

	
	決　算　額
	0
	0
	1,381
	0
	1,381


根拠法令等：大阪府補助金交付規則、大阪府環境保全活動補助金交付要綱
６　環境配慮に関する啓発
　　ホームページ等を活用して、民生部門（家庭・オフィス）を中心に環境にやさしい行動（エコアクション）の普及啓発を実施した。
特に、環境基本法で定められた「環境の日」（６月５日）を含む毎年６月を「環境月間」として、環境問題に関する意識の向上を図るための啓発を行った。
７　太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進

　株式会社エコスタイル（本社：大阪市）と協定を締結し、同社が、地域環境活動を行うNPO等に公益的施設に設置する太陽光発電設備を無償で提供し、NPO等は同設備を活用して地域環境活動に取り組むことにより、府域の環境活動の活性化を図った。

　　・採択事業団体：０団体（応募３団体。屋根形状等により設置できず。）
　　　※令和元年度に採択した１団体が環境活動継続中。

・根拠法令等：太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進に係る協定書
８　地球温暖化防止対策の推進
（１）地球温暖化防止活動推進事業
　　　地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、温暖化の現状に関する知識を普及し、温暖化対策の推進を図るため、令和４年10月に第 11期の地球温暖化防止活動推進員を委嘱（令和５年３月31日現在54名　任期：令和６年９月30日まで）して地域の活動を促進するとともに、ＮＰＯ、市町村と協働して地域レベルでの地球温暖化防止活動を展開した。
また、省エネルギーを促進するため、関西広域連合と連携して、府民・事業者に対しメルマガ等によるエコスタイルの呼びかけ等を実施した。
（２）地球温暖化防止活動推進員機能強化事業
　　　府民に対する地球温暖化防止にかかる効果的な普及啓発を推進するため、地域での啓発活動を行う新たな地球温暖化防止活動推進員の確保と育成、及びより効果的な普及啓発手法の確立のための研修事業を実施した。

（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	4,799
	0
	4,799

	
	決　算　額
	0
	0
	2,706
	0
	2,706


（３）アクションプラン・省エネ法に基づくエネルギー管理事業

　　　令和３年３月に改訂した「ふちょう温室効果ガス削減アクションプラン～大阪府地球温暖化対策実行計画（事務事業編）～」に基づき、府庁自らが率先して温暖化対策を推進するため、環境マネジメントシステム（EMS）を活用し、庁内の省エネや省資源（コピー用紙の削減）、グリーン調達の推進等に取り組んだ。
戦略企画グループ

１　大阪府環境審議会の運営
　　環境基本法及び自然環境保全法並びに大阪府環境審議会条例に基づき、府域における環境の保全に関する基本的事項及び自然環境の保全に関する重要事項の調査審議等を行う「大阪府環境審議会」の令和４年度における審議状況は次のとおりである。

（審議会の開催状況）
	開　催
年月日
	議　　　　　　　題

	令和４年
４月15日
(書面報告)
	〇報告事項

（１）大阪湾圏域広処理場整備基本計画の変更について（事務局報告)

	令和４年
６月８日
	○審議事項
（１）会長の選任について

（２）河川水質環境基準に係る類型指定について（諮問）

（３）今後の大阪府環境教育等行動計画のあり方について（諮問）

　　　環境・みどり活動促進部会運営要領の改正について

（４）今後の大阪湾における環境の保全・再生・創出のあり方について（答申）

（５）温暖化対策部会運営要領の改正について

（６）生物多様性地域戦略部会運営要領の改正について
○報告事項
（１）第13次大阪府鳥獣保護管理事業計画、大阪府シカ第二種鳥獣管理計画（第5期）及び大阪府イノシシ第二種鳥獣管理計画（第4期）について（野生生物部会報告）

（２）環境保全基金活用事業の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）

	令和４年
11月８日
(書面報告)
	報告事項
（１）箕面勝尾寺鳥獣保護区特別保護地区の指定について（野生生物部会報告）

（２）環境保全基金活用事業の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）

	令和４年
12月16日
	○審議事項
（１）河川水質環境基準に係る類型指定について（答申）
○報告事項
（１）大阪府環境教育等行動計画のあり方の検討状況について（環境・みどり活動促進部会報告）

（２）令和３年度において豊かな環境の保全及び創造に関して講じた施策について

（2030大阪府環境総合計画の点検評価）（事務局報告）

（３）大阪府地球温暖化対策実行計画及びおおさかヒートアイランド対策推進計画の

　　　進捗状況について（気候変動対策部会報告）

（４）基金活用事業の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）

	令和５年
１月30日
(書面報告)
	報告事項
（１）ほう素等３項目及び亜鉛の排水基準に係る経過措置について（水質部会報告）



	令和５年
３月２日
(書面報告)
	報告事項
（１）温泉法に基づく温泉掘削許可及び温泉動力装置許可について（温泉部会報告）

（２）2023(令和５)年度公共用水域及び地下水の水質測定計画について（水質部会報告）
（３）循環型社会形成推進条例に基づくリサイクル製品の認定について（リサイクル製品認定部会報告）

	 令和５年
３月20日
(書面報告)
	報告事項
（１）基金活用事業の審査結果等について


２　2030大阪府環境総合計画の推進及び進行管理

令和３年３月に策定した「2030大阪府環境総合計画」に基づき、豊かな環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ効果的に推進した。
毎年度の個別計画に係る進行管理については、令和３年度の「大阪府環境審議会環境総合計画部会」における検討結果を踏まえ、環境の保全等に関して講じようとする施策、環境の状況及び講じた施策をとりまとめて大阪府議会に報告するとともに、環境の状況及び講じた施策は環境審議会にも報告して意見聴取し、その結果を公表した。


　
３　環境白書の作成

府域の環境の状況及び府の環境施策を取りまとめ、「大阪府環境白書」を作成し、ホームページへ掲載した。

４　大阪府環境保全基金の運営　
　　環境保全に関する普及啓発事業等の一層の推進を図るため、平成２年３月に環境保全基金を設置。
基金の長期的な運営を行うために環境保全基金設置要綱を令和３年に改定し、脱炭素化促進及び環境保全活動に資する施策・事業に基金を活用することとして各施策・事業を推進した。
また、基金への寄附について、令和４年度は、企業版ふるさと納税制度を活用した寄附が可能であることなどを周知する新たなチラシの作成・配布等により、府民や事業者等への働きかけを強化した。
＜令和4年度環境保全基金事業の一例＞
府民協働推進事業、環境保全活動補助事業、「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」推進事業、おおさか気候変動適応・普及強化事業、環境配慮消費行動促進に向けた脱炭素ポイント付与制度調査検討事業など
　　　・基金寄附金等積立額　　527,475千円
　　　・基金取崩額　　　　　　348,784千円
５　環境配慮消費行動促進に向けた脱炭素ポイント付与制度調査検討事業
小売事業者等が運用している既存のポイントシステムを活用して、CO2排出が少ない商品・サービスを購入した消費者に脱炭素ポイントを上乗せ付与する実証事業を実施し、脱炭素に寄与する商品選択の促進効果やCO2削減効果等に関する検証を実施した。
（千円）

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	14,000
	0
	14,000

	
	決　算　額
	0
	0
	13,969
	0
	13,969


６　プラスチックごみ対策　　

平成31年１月に大阪市と共同で行った使い捨てプラスチック削減のさらなる推進などを盛り込んだ「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」について、府内市町村・業界団体等に対し、宣言内容への賛同及び宣言実施の呼びかけを行うとともに、咲洲こどもEXPOやロハスフェスタ万博などのイベントにブース出展し、啓発などを実施した。
また、豊かな環境づくり大阪府民会議の分科会であり、府内市町村、業界団体、企業、NPOなどで構成する「おおさかマイボトルパートナーズ」において、マイボトルの利用啓発、マイボトルスポットの普及、効果的な情報発信などの活動内容や目標をまとめたアクションプログラムを令和４年11月に策定し、これらの取組みを進めることで、マイボトルの普及による使い捨てプラスチック容器の使用削減に取り組んだ。
さらに、令和３年８月に設置した企業、業界団体、NPOなどで構成する「おおさかプラスチック対策推進プラットフォーム」において、海洋プラスチックごみ問題について、プラットフォーム会議及び２つの分科会（流出対策分科会、排出抑制事業スキーム分科会）で具体的な対策の検討や効果検証を行い、その成果を共有しホームページで発信した。
・会議開催回数：８回（本会２回、分科会６回）
・効果検証事業実施件数：３件（人工芝流出対策、生分解性プラスチックを活用した資源循環、ペットボトルのボトルtoボトルリサイクル）
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	4,887
	0
	4,887

	
	決　算　額
	0
	0
	2,991
	0
	2,991


７　環境先進技術の普及

2050年までの府域におけるCO2排出量実質ゼロ、プラスチックごみゼロの実現に向け、事業者等による技術革新を促進するため、府域の長期目標の達成に資する環境先進技術を対象に2050年までの府域での普及シナリオや普及促進策等について調査・検討を行った。また、得られた普及シナリオを踏まえ、2050年までに地域社会に実装される将来事業構想や万博での効果的な情報発信についても検討を行い、これらにより得られた成果を事業者や府民等に広く発信するシンポジウムを開催した。
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	14,080
	0
	14,080

	
	決　算　額
	0
	0
	14,038
	0
	14,038


８　おおさかスマートエネルギープランに基づく施策の推進　　　

　　府市エネルギー政策審議会の答申を踏まえて令和３年３月に策定した「おおさかスマートエネルギープラン」に基づき実施する施策・事業について、「大阪府・大阪市で取組むエネルギー関連の施策事業集～2022年度アクションプログラム～」に取りまとめて推進した。

	 項目
	2030年度目標値
	達成状況

	自立・分散型
エネルギー導入量
	250万kw以上
	196.6万kW（2021年度）
【達成率：78.6％】

	再エネ利用率
	35％以上
	23.0％（2021年度）
【達成率：65.7％】

	エネルギー利用効率
	40％以上改善
（2012年度比）
	約16%改善（2019年度）

【達成率：40.0％】


（プランの目標及び達成状況）
９　おおさかスマートエネルギー協議会

　　府民、民間事業者、市町村、エネルギー供給事業者等が、地域レベルでエネルギーに関する情報を共有し、相互に連携した創エネ･省エネの取組みを進めた。

（開催状況）
	会  　議　  名
	テ ー マ
	開催回数

	全　体　会　議
	国の温暖化・エネルギー政策の動向
大阪府・大阪市の取組み　など
	2

	部門別
会議
	事業者部門
	再生可能エネルギー電気の効果的な普及方策検討
	1

	
	市町村(家庭)部門
	大阪府及び市町村における脱炭素に向けた取り組みや
庁舎の電力調達、省エネ・創エネ設備に関する施策　など
	2


１０　関西広域連合「エネルギー検討会」への参画

エネルギー検討会において、「関西水素サプライチェーン構想実現プラットフォーム」や「関西水素サプライチェーン構想実現プラットフォーム」事業者向けセミナーの開催など、関西圏における水素エネルギーの利活用の実用化に向けた広域的な取組みに参画した。
１１　関西広域連合「プラスチック対策検討会」の運営
事務局として「プラスチック対策検討会」を運営し、プラスチックごみの発生抑制として、プラスチック代替製品の社会受容性等の調査や情報集を作成し、発生源対策として、陸域のプラスチックごみの散乱状況を可視化する推計モデルを構築し、施策検討のための利活用マニュアルを作成した。また、これらの成果などを「プラスチック対策プラットフォーム」で共有し、構成団体や事業者団体等の連携による発生抑制と発生源対策の施策や取組みを進めた。
気候変動緩和・適応策推進グループ

１　地球温暖化対策の推進
（１）おおさかカーボンニュートラル推進本部会議
府域の2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ（カーボンニュートラル）をめざし、長期的かつ世界的な視野のもと、持続可能な経済成長と地球温暖化対策の推進を図るため、取組方針等を全庁で協議し、強力に推進する体制として知事を本部長とする「おおさかカーボンニュートラル推進本部」を設置した。
府内横断的な３つの柱（①脱炭素ビジネス、②行動変容・再エネ促進、③率先取組）となる施策を推進するため、７つのワーキンググループを設置し、具体的な方策等を検討した。
（開催状況）
	会  　議　  名
	テ ー マ
	開催回数

	推進本部会議
	
	2

	WG
	新技術実装WG
	水素利用をはじめとした脱炭素に関する革新的技術の開発や実証の支援、及び規制緩和等による新技術の社会実装の促進方策
	2

	
	脱炭素経営WG
	事業者における脱炭素経営の促進及びこれと連動したESG投融資の活性化方策
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（２）大阪府気候変動対策の推進に関する条例に基づく事業者指導事業
「大阪府気候変動対策の推進に関する条例」に基づき、エネルギーを多く使用する事業者を対象に、温室効果ガスの排出や人工排熱の抑制等についての対策計画書や実績報告書の届出を義務付けるとともに、対策と削減状況を総合的に評価する「評価制度」を運用し、必要な指導・助言を行った。
また、気候変動対策の緩和及び適応に関し、他の事業者の模範となる特に優れた取組みを行った事業者を「おおさか気候変動対策賞」として表彰し、事業者名等を広く公表することにより、気候変動対策に関する事業者の意欲を高めるとともに、対策の一層の普及促進を図った。
・実績報告書届出数：788事業者
・対策計画書届出数（評価制度対象）： 158事業者
・おおさか気候変動対策賞：大阪府知事賞２者、優秀賞３者、特別賞２者
（３）おおさか気候変動適応・普及強化事業
業界団体等や府内市町村に対し、おおさか気候変動適応センターに集積した科学的知見や、構築した連携体制を活用したセミナーを開催することにより、府域における適応の普及強化を行った。
（千円）

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	2,092
	0
	2,092

	
	決　算　額
	0
	0
	1,662
	0
	1,662


（４）脱炭素化に向けた消費行動促進事業
大阪府内産食材を対象とした大阪版カーボンフットプリント（以降、CFP）算定手法と算定結果のラベリング方法を、有識者検討会議での意見を踏まえ、構築した。また、府内で開催されたイベントや実証店舗等で、販売する農産物にGHG排出量の算定結果をラベル表示することで、普及啓発等を行った。
（千円）

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	5,698
	0
	5,698

	
	決　算　額
	0
	0
	5,698
	0
	5,698


２　ヒートアイランド・猛暑対策の推進

（１）ヒートアイランド対策の推進
「大阪府気候変動対策の推進に関する条例」に基づく届出の内容について、事業者に対して必要な指導・助言を行うとともに、平成27 年３月に策定した「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策を推進した。

（２）ヒートアイランド対策技術の普及促進
「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策について着実かつ効果的・効率的に推進するため、産学官民の連携組織である「大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアム」と協力して、公開セミナーを開催し、対策技術の普及促進等を行った。
　（３）猛暑対策の推進

　　　府域における猛暑対策について、学識経験者等と幅広い観点から意見交換を行うことを目的として設置した「大阪府猛暑対策検討会議」における意見を踏まえ、暑さ指数（WBGT）の情報メールの利用促進や事業者等と連携した取組促進など、猛暑に「備える」、「気づく」、「涼む」の３つの習慣についての普及啓発等を行った。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２
	予　算　額
	0
	0
	　403
	0
	　　　403

	
	決　算　額
	0
	0
	　　111
	0
	111

	３
	予　算　額
	0
	0
	　349
	0
	　　　349

	
	決　算　額
	0
	0
	　　53
	0
	53

	４
	予　算　額
	0
	0
	240
	0
	240

	
	決　算　額
	0
	0
	55
	0
	55


スマートエネルギーグループ

１　おおさかスマートエネルギーセンターの設立･運営

　　大阪府市共同で、エネルギー関連事業の推進拠点として設置した「おおさかスマートエネルギーセンター」において、創エネ・省エネの普及に係る様々な事業を推進した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２
	予　算　額
	0
	0
	2,210
	2,211
	4,421

	
	決　算　額
	0
	0
	1,776
	1,777
	3,553

	３
	予　算　額
	0
	0
	2,106
	2,106
	4,212

	
	決　算　額
	0
	0
	1,927
	1,927
	3,854

	４
	予　算　額
	0
	0
	2,042
	2,043
	4,085

	
	決　算　額
	0
	0
	1,775
	1,775
	3,550


（1） 創エネ・省エネ等相談
府民・事業者からの創エネ・省エネに係る相談・問い合わせ等にワンストップで対応した。

・相談件数：1,058件

（2） 事業者の省エネ活動の啓発
業界団体・商工会議所等の会員事業者等に、省エネ診断・国及び府の補助金情報等を周知し、設備の省エネ運用改善・改修の取組みを促した。
・省エネ診断受診：11事業所

・省エネセミナーの開催・講演：主催2回、講演40回
（3） 省エネコストカットまるごとサポート事業
省エネでコストを削減し、経営基盤を強化したいと考えている中小事業者等を支援するため、省
エネを実行するまでのプロセスの最初から最後までを切れ目なくサポートする省エネコストカット
まるごとサポート事業を実施した。
・実施件数：33件

（4） 中小事業者の脱炭素化促進事業
中小事業者の自主的な脱炭素化の取組を促進するため、国の関連補助事業と連携し、省エネ診断の受診及び省エネ設備への更新や再エネ設備の導入に要する費用の一部を補助した。
・補助金交付実績：省エネ診断４件、設備更新37件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	145,000
	0
	0
	0
	145,000

	
	決　算　額
	82,864
	0
	0
	0
	82,864


（5） 中小事業者ＬＥＤ導入促進事業
中小事業者の経営の脱炭素化と電気料金の削減による経営力強化を支援するため、中小事業者が既存の照明設備をＬＥＤ照明へ更新するための設備費及び附帯工事費等に要する費用の一部を補助した。
・補助金交付実績：388件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	702,074
	0
	0
	0
	702,074

	
	決　算　額
	681,985
	0
	0
	0
	681,985


（6） おおさかエネマネ普及促進事業 

エネルギーマネジメントシステム（EMS）の認知度向上や普及促進を図るため、チラシ、デジタルブック、導入事例集を活用してセミナー等でPRするとともに、おおさかエネマネ普及促進事業者と中小事業者のマッチングを図った。
・登録事業者：18社

（7） 太陽光パネル設置普及啓発事業
府民が安心して住宅の屋根に太陽光パネルを設置できるよう、府が定める要件を満たす優良な民間事業者（製造者、施工店、販売店）を登録し、府ホームページにおいて紹介した。

・登録事業者：71社

・自主的な行動基準（※）届出事業者：78社 

※ 府が示したモデル的な行動基準を参考に、事業者自ら定めた基準。

（8） 太陽光発電及び蓄電池システムの共同購入支援事業
住宅用太陽光発電及び蓄電池システムの更なる普及のため、府内全域から購入希望者を募り、スケールメリットを活かした価格低減を図り、施工事業者とのマッチングを促進した。

・マッチング実績　185件（導入量：太陽光パネル561.7kW、蓄電池1121.4kWh）

（9） おおさか低利ソーラークレジット事業
府民の太陽光発電設備設置促進に向け、その導入コストの負担軽減を図るため、信販会社と連携

し、府の登録販売店で簡易に手続可能な、低金利の個別クレジット型ローンを提供した。
・活用実績：77件
（１０）ＺＥＨ（ゼッチ）普及啓発事業
住宅展示場・ハウスメーカー等と連携し、チラシ配架やイベント実施、宿泊体験等によりＺＥＨの普及啓発を行った。また、ＺＥＨをわかりやすく紹介する動画をホームページで発信した。
（１１）ＺＥＢ（ゼブ）普及啓発事業
建替えを検討している企業や市町村に向けたセミナー等によりＺＥＢの普及啓発を行った。また、パナソニックとのＺＥＢ化推進施策の連携協定を締結し、市町村を含めた９施設のＺＥＢ化改修の可能性調査を実施した。
（１２）再エネ電力調達マッチング事業
事業者における再生可能エネルギーの利用促進により、広域的な再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、需要家と全国の再エネ発電事業者とのマッチングを促進した。
　　　・マッチング実績　1件（需要家１者　計1施設、発電事業者1者）
（１３）公共施設や民間施設の遊休地（屋根含む）と発電事業者のマッチング
公共施設等の屋根貸しや土地貸し、ため池での水面貸しなどを活用した太陽光発電の導入拡大を

目指し、働きかけや情報提供を実施した。
２　太陽光発電施設の適切な設置に向けた取組み
太陽光発電施設の不適切な設置や事業者と地域住民とのトラブルの未然防止等を図り、地域との共生を推進するため、国・府・関係市町村において、「情報共有」「連携協力」を図るとともに、市町村における「太陽光発電施設の設置及び管理に関する条例」の検討にあたっての支援を行った。
移　管　事　務　執　行　概　要

脱炭素モビリティグループ

（移管元：環境管理室環境保全課　移管年月日：令和4年4月１日）
１　電動車の普及推進

電気自動車やハイブリッド自動車等の電動車の普及を図るため、公共交通であるバスのゼロエミッション化や充電インフラの整備、自動車メーカーや関係機関との協働による啓発事業等の取組みを行った。
· 万博を契機としたバス事業者の脱炭素化促進事業
SDGs達成への貢献を掲げる2025年日本国際博覧会の会場へのクリーンな移動手段の確実を確保し、公共交通機関であるバスの着実なゼロエミッション化を促進するため、電気バス・燃料電池バスを府内に導入する事業者に対して、大阪府市で必要な経費の一部を補助した。
・導入実績：18台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	503,000
	0
	0
	0
	503,000

	
	決　算　額
	 265,028
	0
	0
	0
	265,028


· 電気自動車用充電設備導入支援補助金
　電気自動車の普及を促進し、自動車から排出される二酸化炭素等の削減を図ることを目的として、府民が利用できる商業施設等の駐車場に、充電設備を設置する事業者に対して、購入費用の一部を補助した。

　・導入実績：65基
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	200,000
	0
	0
	0
	200,000

	
	決　算　額
	17,961
	0
	0
	0
	17,961


· 乗車体験等を通じたゼロエミッション車普及促進事業
　ゼロエミッション車（ZEV）の購入・利用促進を図るため、カーシェア事業者や自動車ディーラー（販売事業者）と連携し、ZEVの乗車や車両への充電、非常時にも役立つ給電機能等に関する体験の機会を府民や事業者に提供した。また、乗車体験前後のアンケート調査による啓発効果の測定等を行った。
・カーシェア事業におけるアンケート回収数：計1,500件
・自動車ディーラーでのキャンペーン参加店舗数：132店舗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	４
	予　算　額
	0
	0
	4,875
	0
	4,875

	
	決　算　額
	0
	0
	4,527
	0
	4,527


· 官民協働での電動車普及の取組みや府公用車への率先導入

電動車の普及のため、民間企業、関係団体、国や市町村が参画する「おおさか電動車協働普及サポートネット」と協働し、市町村主催の環境イベント等での電動車の展示や啓発パンフレットの配付、ワイヤレス充電システムを用いた電動超小型モビリティの運用実証等を行った。また、府公用車についても、電動車を優先導入するための基準を定めた「ゼロエミッション車等導入指針」に基づき、電動車の率先導入に努めた。
・おおさか電動車協働普及サポートネット構成員数：98団体（令和５年３月 20 日現在）
府公用車へのエコカー・電動車導入状況（知事部局のみ）　　　　　　　　　　　　  （単位：台）

	年度
	エコカー
	計

	
	電動車
	天然ガス
	クリーンディーゼル・

超低燃費車
	

	
	電　気・プラグインハイブリッド
	燃料電池
	ハイブリッド
	
	
	

	３０
	３
	１
	203
	16
	324
	547

	元
	３
	１
	199
	14
	363
	580

	２
	４
	１
	202
	10
	365
	582

	３
	４
	１
	202
	10
	365
	582


· 大阪府気候変動対策の推進に関する条例に基づく電動車の普及促進（自動車販売事業者の届出制度）
　一定規模以上の自動車販売事業者を対象とした電動車普及促進に係る届出制度について、計画書を受け付け、必要な指導・助言を行った。
　・届出事業者数：18件
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